人事考課規定

（目的）

第1条　人事考課制度とは、職員の担当する仕事の遂行能力や成績の評価を通して、職員の能力開発・育成を促進し、昇進・昇格・昇給・異動配置などの処遇を公平妥当に行う為に定めた評価のシステムであり、人事労務管理の公正を期し、かつ職員の能力開発に資することを目的とします。

（人事考課の対象範囲）

第2条　この規定による人事考課は、等級で1等級から8等級に在位する者を対象として行う。但し、次の各号に該当する職員については対象となりません。

1 考課対象期間中、全期間において産前産後、育児及び介護休業、その他の事由による休職で評定することができない職員

2 臨時に雇用されている職員

3 年俸者（別に定める規定による）

（人事考課の対象期間及び実施時期）

第3条　人事考課は、毎年1回、前年の4月１６日から当年の４月１５日までの期間について、３月上旬から４月中旬の間に実施します。

（考課者、調整、決定者）

第4条　人事考課の考課者、調整及び決定者は次のとおりとします。

	被考課者
	第一次考課者
	第二次考課者
	調整
	決定者

	A.O.M.
	I.O.O.
	―
	評価検討会
	理事長・院長

	T.O.L.、S.G.M.
	A.O.M.
	I.O.O.
	
	

	一般職員
	T.O.L.、S.G.M.
	A.O.M.
	
	


（人事考課表の種類）

第5条 人事考課表の種類は次のとおりとします。

①　管理職考課表：A.O.M.・S.G.M.・T.O.L.の管理者

（※職能チームリーダーは除く）

②　一般職考課表：役職者以外の一般職員

（人事考課区分）

第6条 人事考課の区分は次のとおりとします。

1 成績考課（仕事の成果　：一定期間の仕事の成果や出来栄え等について評定）

2 情意考課（仕事への姿勢：一定期間の仕事への取り組み姿勢や仕事振りについて評定）

（人事考課の要素）

第7条 人事考課の要素は資格等級・役職によって異なり、次の要素の組み合わせとします。

	考課区分
	考課要素

	成績考課
	仕事の質：仕事の程度、仕事の質的出来栄え

仕事の量：仕事の処理の速さ、仕事の処理範囲、期限の守り具合

人材の育成：業務に必要とされる知識・技術の程度の把握指導

　　　　　：OJTの基本をわきまえた示唆・助言・説明方法

業務遂行：業務分担し、能力・特質の発揮、状況把握

　　　　：達成した業務の評価

方針・指示の具体化：方針・上司の指示に対しての企画立案

　　　　　　　　　　手段の明確な判断力

仕事の成果：目標・実行計画の見直し修正の有無

　　　　　　業務改善による経費削減

	情意考課
	規律性：日常の服務規律の遵守度合い

責任性：仕事に対する意欲・姿勢

積極性：仕事に対する質的向上、改善提案

協調性：組織、または他の人に対する協力度合い


（人事考課の総合評価と評価段階）

第8条 総合評価の区分は５段階とし、評価段階は次のとおりとします。

評価段階の内容

	段　階
	内　容

	Ｓ
	期待し要求した成果、能力に対して著しく優れており、上位等級者でも申し分ない成果、能力であった。

	Ａ
	期待し要求した成果、能力に対して申し分ない成果であった。

	Ｂ
	期待し要求したとおりの成果であった。

	Ｃ
	期待し要求した成果、能力に対してやや不満足な成果、能力であった。

	Ｄ
	期待し要求した成果、能力に対して著しく不満足な成果、能力であった。


（人事考課基準）

第9条 人事考課実施にあたっての考課基準は、次のとおりとします。

（１）成績考課

　面接を通し上司と部下との合意によって業務の目標基準を編成し、それを考課基準とします。

（２）情意考課

　被考課者の行動経過・結果をもとに、職場の実情に合わせて、上司が部下に情意目標を設定し、それを考課基準とします。

（考課方法）

第１０条　考課者は、被考課者の第３条に定める対象期間における能力、及びその期間における業績を考課基準と比較し、人事考課段階選択基準の各項目別に、被考課者の該当するところの段階を記入します。

（考課の原則）

第１１条　人事考課にあたっては、次の各号に示す原則を守らなければなりません。

（１）考課は、あくまでも公正で、私情によって左右されてはなりません。

（２）考課は、考課者自身が現認した事実、または信頼できる確実な報告に基づいて行わなければなりません。

（考課対象期間中の異動者の取り扱い）

第１２条　考課者、または被考課者が異動した場合のいずれにしても、新任者及び前任者が共に考課するものとします。

（人事考課の活用）

第１３条　人事考課結果は次のとおり活用します。

1 面接を通して部下指導要点及び人材育成要点の確認と改善実施

2 能力開発の必要性の確認、能力開発目標の設定

3 昇給の決定

4 昇格、昇進の審査要素

5 異動配置、ローテーションの検討資料

（人事考課訓練）

第１４条　人事考課の実施に当り、「人事考課の狙い」「仕組み」「ルール」を理解・確認し、考課者の評価基準の統一を図るため、恒常的に考課者訓練を実施します。

（人事考課結果のフィードバック）

第１５条　人事考課の結果は、人事考課決定後、原則として第一次考課者が被考課者に対して、考課結果のフィードバックを実施するものとします。被考課者からの疑義等に対して、能力開発カードをもとに十分に説明します。

（非公開の原則）

第１６条　人事考課の主管者は、人事考課の結果を他に公開してはなりません。ただし、労務管理上、とくに必要が生じた場合はこの限りではありません。

２、各所属長または考課者は、人事考課の結果をフィードバックする場合、本人に公開する以外他に公開してはなりません。

（人事考課の主管）

第１７条　人事考課業務の主管者は理事長とし、人事考課業務の一切の統括管理を行うものとします。

（所管）

第１８条　この規定の所管は総務チームとします。

（改廃）

第１９条　この規定の改廃は、総務チームが人事考課にあたる者の意見を集約し起案し、主管者である理事長の決済を経て実施するものとします。

付則
この規定は、平成１３年４月１日から施行します。

平成１９年４月１日　改定

